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足許の経済・金融状況と注目ポイント
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（注）予想はLSEG、ブルームバーグが取りまとめた予想コンセンサス
（出所） LSEG、ブルームバーグより、みずほ総合研究所調査部作成

2026. 9. 15 

インフレ圧力の根強さを確認。消費者物価は事前予
想通りの結果とはいえ、インフレ減速ペースの鈍さを再
認識。生産者物価も高い伸びとなり、企業のコスト
上昇圧力は継続。市場は9月利上げを織り込み

米
国
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ECB政策理事会は、景気の底堅さとインフレ再加速
の兆候を確認する内容。ECBは根強い物価高圧力
を受けて利上げを実施。成⾧率見通し、インフレ見
通しの双方を上方修正。物価高の⾧期化を警戒

欧
州

輸出入はAI・自動車を軸に輸出攻勢が継続、貿易
黒字も高水準を維持。消費者物価は燃料価格が
押し上げたものの、引き続き低インフレの状況。企業
物価は川上が上昇する一方で、川下では弱含み

中
国

企業景況感は製造業主導で改善、設備投資計画
も異例の上方修正。景気ウォッチャー調査も企業主
導で改善。賃上げを反映し、消費は持ち直すも物価
高が重石となり、力強さに欠ける状況

日
本

先週（9/7～9/14）発表の主な経済指標

9月利上げ観測が強まる中、9月末にはFRBが重視するコアPCE
が下方修正される公算。インフレ圧力は根強いものの、その後の
追加利上げ回数やペースに影響する可能性には留意

中国の輸出攻勢継続。政府の産業政策に基づく強大な供給
力は短期的に世界の財価格を押し下げる一方、保護主義や脱
中国の動きを強め、中⾧期的にはコスト上昇圧力を高めるリスク

注目点② 中国の「強すぎる供給力」と世界のインフレ動向注目点①金融政策に影響か。FRBが重視するPCEの改定

実績 予想

米 新規失業保険申請件数（9月5日） 万人 20.6 20.5

米 生産者物価指数（8月） 前年比（％） 5.4 5.3

米 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前年比（％） 4.6 4.6

米 中古住宅販売戸数（8月） 万戸（年率） 398.0 398.0

米 ミシガン大消費者信頼感指数（速報値）（9月） 47.8 51.0

米 消費者物価指数（8月） 前年比（％） 3.4 3.4

米 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前年比（％） 2.4 2.4

欧 ＥＣＢ政策理事会（9・10日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

中 輸出総額（ドル建て）（8月） 前年比（％） 25.0 25.0

中 輸入総額（ドル建て）（8月） 前年比（％） 28.2 30.0

中 消費者物価指数（8月） 前年比（％） 0.8 0.8

日 消費活動指数（旅行収支調整済）（7月） 前月比（％） 0.2 -

日 ＧＤＰ（2次速報値）（Q2） 前期比年率（％） 1.4 1.6

日 貿易収支（国際収支）（7月） 億円 ▲ 3,999 -

日 名目賃金（現金給与総額）（7月） 前年比（％） 4.7 -

日 景気ウォッチャー調査（8月） 現状判断ＤＩ 46.4 -

日 国内企業物価指数（8月） 前年比（％） 7.6 7.4

日 法人企業景気予測調査（大企業・製造業）現状判断（Q3） ％Pt 7.6 -

経済指標



今週発表される経済指標

（注）予想はLSEGが取りまとめた予想コンセンサス。矢印は前回公表値の改定（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績 予想

9/15 (火) 米国 週間小売売上高（9月12日） 前年比（％） - - 8.3

9/15 (火) 米国 ニューヨーク連銀製造業業況指数（9月） - 15.0 20.6

9/15 (火) 米国 FOMC（15・16日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/15 (火) 中国 鉱工業生産（8月） 前年比（％） - 4.8 4.5

9/15 (火) 中国 小売売上高（8月） 前年比（％） - 0.8 0.6

9/15 (火) 中国 固定資産投資（8月） 前年比（％） - ▲ 7.2 ▲ 6.7

9/15 (火) ブラジル ブラジル金融政策決定会合（15･16日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/16 (水) 日本 貿易収支（貿易統計）（8月） 億円 - ▲ 10,526 ▲ 6,383 ↓

9/16 (水) 日本 輸出（8月） 前年比（％） - 18.2 23.2

9/16 (水) 日本 輸入（8月） 前年比（％） - 26.3 27.9 ↑

9/16 (水) 日本 機械受注（船舶・電力を除く民需）（7月） 前月比（％） - ▲ 2.8 9.7

9/16 (水) 日本 機械受注（船舶・電力を除く民需）（7月） 前年比（％） - 15.3 16.9

9/16 (水) 米国 小売売上高（8月） 前月比（％） - 0.8 ▲ 0.6

9/16 (水) 米国 ネット対米長期証券投資（7月） 10億ドル - - 172.7

9/16 (水) ユーロ圏 ユーロ圏鉱工業生産（7月） 前月比（％） - ▲ 0.2 0.0

9/17 (木) 日本 日銀金融政策決定会合（17・18日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/17 (木) 米国 新規失業保険申請件数（9月12日） 万人 - 20.8 20.6

9/17 (木) 米国 住宅着工件数（8月） 万戸（年率） - 130.9 123.9

9/17 (木) 米国 住宅着工許可件数（8月） 万戸（年率） - 141.0 143.3

9/17 (木) 米国 中古住宅販売仮契約指数（8月） 前月比（％） - ▲ 0.6 ▲ 2.3

9/17 (木) 米国 フィラデルフィア連銀製造業業況指数（9月） - 30.5 47.4

9/17 (木) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（改定値）（8月） 前年比（％） - 3.3 3.3

9/17 (木) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（改定値）（除く食品・エネルギー・酒・タバコ）（8月） 前年比（％） - 2.4 2.4

9/17 (木) 英国 英中銀金融政策委員会（17日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/18 (金) 日本 全国消費者物価（総合）（8月） 前年比（％） - - 1.9

9/18 (金) 日本 全国消費者物価（除く生鮮食品）（8月） 前年比（％） - 1.8 1.8

9/18 (金) 米国 鉱工業生産（8月） 前月比（％） - 0.3 0.2

9/18 (金) 米国 設備稼働率　（8月） ％ - 76.4 76.3

9/18 (金) 米国 景気先行指数（8月） 前月比（％） - 0.1 0.2

経済指標等 前回
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米国：エネルギー高・関税でディスインフレは足踏み、期待インフレも高止まり

 エネルギー高や関税が重石となり、インフレ率の低下は足踏み

― 8月のCPIが前年比＋3.4％と横ばいにとどまるなか、コアCPIも同＋2.4％（7月同＋2.5％）と減速は緩やか。サービス価
格は原油高を背景に航空運賃などが上昇、財価格には関税の影響が残存

― 市場は9月FOMC（9/15・16）での利上げを織り込み

 消費者の期待インフレ率は3％台で高止まり、2％目標への収束はなお見通しづらい状況

― FRB高官からは、5年以上に及ぶ目標超過で高インフレが定着するリスクを警戒する声も
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（注） コアCPIを構成する項目について、FRBなどの先行研究をもとに、関税引き上げ
や原油価格上昇の影響が大きいと考えられる品目を分類

（出所） 米労働省より、みずほ総合研究所調査部作成

CPI要因分解 消費者の期待インフレ率

（出所） ミシガン大学、NY連銀より、みずほ総合研究所調査部作成

エネルギー・関税要因が
物価を押し上げ

ミシガン大：5年間の

期待インフレ率
NY連銀：3年間の

期待インフレ率
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注目点①金融政策に影響か。FRBが重視するPCEの改定
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米国：PCE改定でコア物価は下方修正へ、追加利上げ観測に影響も

 米商務省はGDP統計の年次基準改定を実施予定（9/30）

― 基準改定では一部のPCE品目について2021年1～3月期以降のデフレーター推計方法を変更

― 変更によってソフトウェア・周辺機器は7月の前年比＋21.2％から同＋5％前後まで縮小する計算。その他、AI・金融関
連を中心に、FRBが重視するコアPCEデフレーターは▲0.2～▲0.3％Pt下方修正される見込み

― インフレ圧力は残存も、9月利上げ後の追加利上げ回数やペースを抑制する要因となる可能性
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（出所） 米商務省より、みずほ総合研究所調査部作成

PCEデフレーター基準改定の内容 コアPCEデフレーターの下方修正幅推計

（出所） 米商務省より、みずほ総合研究所調査部作成

課題・変更理由9/30以降現行方式PCE項目

PPIではサービ

スの消費数量・
タイミングを適
切に捉えにくい

雇用統計の事業所
調査で計測される
データで消費数量を
推計。名目値との差
が物価指数

同名のPPIで
実質化

【金融関連】

資産運用・
投資助言
サービス

現行CPIが
PCEに含まれ

る商品の構成
を十分反映して
いない

同名CPIに、ゲーム
ソフト、ITインフラ関
連サービス等のPPI
を合成

同名のCPI
【AI関連】

ソフトウェア・
周辺機器

非公表CPIが
使用に耐えな
い品質

家計が利用する法
務サービスのPPIを
合成

同名のCPI
※公式には
24年10月以
降非公表

法務
サービス

金融・AI関連を中心に
合計▲0.2～▲0.3％Pt押し下げ

注目点①金融政策に影響か。FRBが重視するPCEの改定
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中国：AI・自動車を軸に輸出攻勢が継続、貿易黒字も高水準

 8月の輸出は前年比＋25.0％と、前月（＋23.9％）から加速。AIブームの影響と自動車の輸出攻勢が継続

― 集積回路（同＋129.8％）やコンピューター（同＋76.5％）、自動車（同＋43.0％）、アルミ（同＋38.5％）が堅調

― 数量ベースで見ると、自動車（同＋37.2％）やアルミ（同＋17.3％）は増加傾向も、集積回路（同▲7.9％）は減少

 輸入は同＋28.2％（前月：＋27.6％）。AIブームによる押し上げが続くも、貿易黒字は4カ月連続で1,000億ドル超え

― コンピューター（同＋209.1％）、集積回路（同＋83.6％）のほか、中東情勢の影響で肥料（同＋75.2％）も急増

― 数量ベースで見ると、集積回路（同＋6.7％）、肥料（同＋75.1％）は増加。原油は同▲23.4％と2ケタ減が継続
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（出所） 税関総署、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

輸出入金額・貿易収支 輸出数量（左）・輸入数量（右）

（出所） 税関総署、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

貿易黒字は4カ月連続
で1,000億ドル超え

輸出攻勢
が継続

原油は2ケタ減が継続

注目点②中国の「強すぎる供給力」と世界のインフレ動向
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中国：産業政策の成果が輸出高度化に結実、日欧との競合も一段と強まる

 中国の輸出構造はかつての軽工業品中心から機械や自動車など高付加価値分野へ高度化

― 世界輸出に占める中国のシェアは軽工業品で高水準を維持する一方、機械や自動車など幅広い分野で上昇

― 輸出構造も消費財中心から生産財・投資財へと拡大

 輸出構造高度化を受けて中国と日・EUの輸出類似度指数（ESI）は上昇基調。競合が一段と強まっていることを示唆

― 産業別では、日本・EUとも自動車が指数の最大の押し上げ要因に。化学・医薬、機械、電気・電子も競合関係強まる

世界の輸出に占める中国の輸出シェア（SITC品目別）

（注） SITC品目別2ケタ分類より算出
（出所） UN Comtradeより、みずほ総合研究所調査部作成
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中国と先進国の輸出類似度指数（ESI）

（注） SITC品目別3ケタ分類より算出
（出所） UN Comtradeより、みずほ総合研究所調査部作成

中国と日・EUの輸出類似度指数が上昇
⇒競合が一段と強まっていることを示唆

注目点②中国の「強すぎる供給力」と世界のインフレ動向
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2024年

2015年 軽工業品の高シェアを
維持しながら機械や自
動車でもシェアを拡大
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中国：「強すぎる供給力」が世界にもたらす「真逆のインプリ」

 中国の強大な供給力と低価格輸出は、短期的に世界の財価格を押し下げるディスインフレ要因

 一方で保護主義の台頭を招き、中長期的にはコスト上昇要因となるリスク

― 輸出競争力の向上は、軽工業品から機械や自動車など先進国の得意分野へ拡大。貿易摩擦が激化する懸念

― 関税等で中国からの直接輸入を抑制しても、中間財やサプライチェーンを通じた中国依存は容易に低下せず。経済安全
保障上の脆弱性は残存

― 世界は安い中国製品を享受するか、脱中国のコストを負担するかというジレンマに直面

7

世界と中国の輸出価格

（注） オランダ経済政策分析局（CPB）による季節調整値。3カ月移動平均
（出所） CPB、LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成

各国・地域の製造業品輸入に占める中国の付加価値

関税など対中輸入比率は低下も
付加価値ベースでは容易に下がらず

（注） EUは英国を含む28カ国
（出所） OECD TiVA、 UN Comtradeより、みずほ総合研究所調査部作成

中国の輸出価格は世界全体
に比べ低い水準に乖離

注目点②中国の「強すぎる供給力」と世界のインフレ動向
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欧州：インフレ長期化を警戒しECBは再利上げ。12月も追加利上げに踏み切ると予想
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 インフレ長期化の蓋然性が高まるなか、ECBは預金ファシリティ金利を2.50％に引き上げ

― ラガルド総裁は、今般の利上げを「迷う余地ない決定」と発言。不確実性の高さから、先行きの金融政策は「議論せず」

― 同時に公表されたスタッフ見通しでは、2027年までの成長率と、同年以降のインフレ率を上方修正。一方、中東・ロシア
での紛争継続を踏まえ、リスク評価については成長率が下振れ方向・インフレ率が上振れ方向と従来から不変

 インフレ期待のさらなる上昇を防ぐべく、12月理事会ではさらなる追加利上げ実施へ

― ECBの予測では、食料品価格の上昇等、エネルギーショックの間接的な影響は今後本格的に顕在化の見込み

ユーロ圏：インフレ期待の推移

（出所）LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成

ECBスタッフ見通し

（注）カッコ内は6月時点のECB見通し。赤字は6月見通しから上方修正、青字は下方修
正、黒字は不変。失業率は％、その他は前年比（％）

（出所） ECBより、みずほ総合研究所調査部作成
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短期は再び上昇

長期は概ね安定も、わずかに上向く
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中国：CPIは燃料価格上昇で加速も低インフレ続く。PPIは川上上昇、川下下落の絵姿変わらず

 8月のCPIは前年比＋0.8％（前月：同＋0.5％）。燃料価格の上昇で加速したものの、低インフレが続く

― ガソリンは同＋9.3％（前月：同＋1.0％）と再び上昇。豚肉（同▲11.8％）が響き、食品は同▲1.4％とマイナス継続

― 食品・エネルギーを除くコアCPIは同＋1.0％（前月：同＋0.9％）。PCはメモリー高騰により同＋19.6％まで上昇

 PPIは前年比＋3.8％（前月：同＋3.5％）。川上（生産財）が上昇、川下（消費財）が下落の絵姿変わらず

― 石油・石炭加工（同＋11.1％）は再加速。非鉄金属加工（同＋20.8％）と化学品製造（同＋9.1％）は高止まり

― コンピューター・通信機器製造が同＋5.3％と加速した一方、自動車製造は同▲2.2％と48カ月連続のマイナス
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（注） 2025年価格基準の新ウェイトに基づき寄与度を算出
（出所） 中国国家統計局、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

消費者物価指数（CPI） 生産者物価指数（PPI）

（出所） 中国国家統計局、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

PPIは資源・原油高騰に
引っ張られ高止まり

燃料価格の上昇で
前月から加速

消費財は下落が継続
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 ASEAN5の輸入に占める中国シェアは約3割と2010年代前半からほぼ倍増

 中国製品の浸透は電機・機械にとどまらず、自動車・鉄鋼・化学などへ拡大

― 品目別では、輸入規模が大きい電気機器、機械類でシェアが上昇。コロナ禍前との比較では、自動車や鉄鋼、銅、化学
（有機化学・プラ）製品ではシェアの上昇が顕著

― 中国の供給力拡大を背景に、ASEANでは中国製品への調達シフトが広範化

アジア：ASEANで中国製品の浸透加速、自動車・素材にも拡大
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輸入総額に占める中国産品シェアの推移：ASEAN5 輸入総額に占める中国産品シェアと変化幅：ASEAN5

（注） 米ドルベース。品目はHS2ベースで分類。バブルの大きさはASEAN5の2025年の
中国からの輸入額を示す。凡例のある項目は同輸入額上位10品目

（出所） Global Trade Atlasより、みずほ総合研究所調査部作成

（注） 米ドルベース。ベトナムは2019年以降の値。2026年はマレーシアとフィリピンが5月
まで、それ以外の国は6月までの値

（出所） Global Trade Atlasより、みずほ総合研究所調査部作成

各国で輸入に占める中
国のシェアが上昇

2025年の輸入総額に占める中国のシェア
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直近では自動車や鉄鋼、
化学のシェア上昇が顕著
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アジア：韓国・台湾で半導体投資急増も、建設コスト高が供給制約を長期化
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（注）26年以降は、LSEGが集計したアナリストの予測値。IMFの為替予測値を用いて、
米ドル換算

（出所） IMF、LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成 （出所） 各国・地域統計、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

 韓国、台湾の大手半導体メーカーは、設備投資を活発化

― AIブームを受けた供給不足解消に向けて26年以降設備投資額を急拡大。韓国・台湾内に複数の生産拠点を新増設す
る計画。2027年以降の順次稼働を見込む

 相次ぐ工場新設計画も、建設費上昇で稼働開始が後ずれするリスク

― AI需要に対応した投資は急増する一方、建設業の人手不足（台湾）や中東情勢緊迫化を背景とする資材高が工場稼働
を遅らせ、供給不足の解消には時間を要する可能性

韓国・台湾の半導体メーカーは生産能力増強のため、
先行きも設備投資を増加

建設コストは上昇

半導体メーカーの設備投資額：韓国、台湾 建設費指数：韓国、台湾
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日本：企業景況感は製造業主導で改善、設備投資計画も異例の上方修正
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 大企業の「貴社の業況判断」BSIは＋5.3％Ptと、中東情勢悪化を受けて景況感が下押しされた4～6月期から改善

― AI投資需要が高まるなか、生産用機械（＋23.4％Pt）や情報通信機械（＋19.9％Pt）等の製造業がけん引役に

― 経常利益計画も、製造業（前年度比＋5.8％）・非製造業（前年度比＋1.0％）とも増益着地見込み

 2026年度の設備投資計画は、7～9月期としては異例の大幅な上方修正で、堅調さが示される結果に

― 中東情勢の不確実性が幾分低下したことに加え、政府の投資支援策も下支えとなり、設備投資は増勢を強める見込み

景況感は製造業を
中心に大きく改善

貴社の景況判断BSI 設備投資計画

（注） 過去平均は2010年度～2025年度の平均、ソフトウェア投資を含み土地購入を除く
（出所） 財務省「法人企業景気予測調査」より、みずほ総合研究所調査部作成

（注） 大企業
（出所） 財務省「法人企業景気予測調査」より、みずほ総合研究所調査部作成

7～9月期は異例
の大幅上方修正
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日本：足元は企業主導で改善、先行きは家計にも回復期待
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 足元の景況感は企業動向を中心に持ち直し

― 企業動向（現状判断DI）は、中東ショックによる落ち込みから回復基調。AI・半導体関連が改善に寄与

― 一方、家計動向は物価高が重石となり、小幅な改善に留まる。根強い節約志向が消費の抑制要因との声

 家計動向も先行きについては改善。家計・企業ともに景気回復への期待が高まる

― 家計・企業ともに先行き判断DIは大幅に改善。家計動向では秋の観光需要、企業動向では設備投資に期待感

― ただし、中東情勢、食品値上げ、円安・金利上昇、自然災害の影響に対する警戒は引き続き残存

（出所） 内閣府「景気ウォッチャー調査」より、みずほ総合研究所調査部作成

景気ウォッチャー調査の概要

家計動向関連
（現状判断DI）

企業動向関連
（現状判断DI）

家計・企業動向関連
（先行き判断DI）

物価高が重石となり
小幅な改善に留まる

中東ショックの落ち込み
から回復基調

家計動向も先行き
については改善

企業動向は先行きの
設備投資に期待感



日本：4～6月期GDPは上方改定。ただし消費低迷で力強さ欠くとの評価は変わらず
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 4～6月期GDPは前期比年率＋1.4％（1次速報：同＋1.1％）と上方修正。法人企業統計を受けた設備投資の上振れが主因

― 一方、GDPの約半分を占める個人消費は、1次速報から変わらず前期比ほぼ横ばい。所得環境が改善するなか、消費
は引き続き精彩を欠く結果

 7～9月期は概ねゼロ成長と予想。個人消費や設備投資が回復する一方、在庫減少や原油輸入の増加が成長率を下押し

― 設備投資は、AI・データセンター関連需要の強さや、政府の「大胆な投資促進税制」の施行（7/31）による効果が徐々に
現れ、前期比プラスに転じる見込み

2026年4～6月期実質GDP（2次速報）

（注） 図の項目別寄与度の合計は、誤差により実質GDPに完全に一致しない。表の値は、言及がない限り実質前期比（％）、括弧内は実質GDP前期比に対する寄与度（％Pt）。最新四半
期の赤色は上方修正、青色は下方修正を意味する

（出所） 内閣府「四半期別GDP速報」より、みずほ総合研究所調査部作成
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日本：耐久財特需一服後も、所得改善を背景に緩やかな回復基調を維持
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 耐久財特需の押し上げは一服

― 自動車・エアコン購入の特需は徐々に剥落。食品などの非耐久財は根強い節約志向を背景に弱含み

― 一方、サービス消費は増加基調を維持。個人消費は一時的な上振れから元の緩やかな拡大トレンドへ回帰する動き

 個人消費は良好な所得環境を背景に今後も緩やかな回復基調で推移する見通し

― 実質賃金の伸びは低下も、夏季賞与要因の剥落が原因。実質所定内給与は足元でも1％程度の伸びを維持

― 懸念材料は再び上昇し始めた原油価格。高インフレが再燃すれば、個人消費の回復に水を差す懸念

（注） 旅行収支要因は、非居住者による国内消費（インバウンド消費）を控除し、居住者に
よる海外消費（アウトバウンド消費）を加えるための調整要因。アウトバウンド消費は
SNAの家計最終消費支出に含まれるが、GDPの計算上は輸入として控除される

（出所） 日本銀行「消費活動指数」より、みずほ総合研究所調査部作成

消費活動指数（実質消費） 実質所定内給与の推移

（注）みずほ総合研究所調査部による季節調整値、軽自動車を含む

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」、総務省「消費者物価指数」より、みずほ総合研究所
調査部作成

インフレ率の上昇で減速も
1％前後の伸びを維持

根強い節約志向を
背景に弱含みが継続

耐久財特需は一服も
緩やかな拡大トレンド

自動車特需による
押し上げが一服

6月の急上昇は夏季賞与要因



過去1か月に発表された経済指標（1）

（注）矢印は前回公表値の改定（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

8/18 (火) 米国 週間小売売上高（8月10日） 前年比（％） 7.6 8.3

8/18 (火) 米国 鉱工業生産（7月） 前月比（％） 0.2 0.3 ↑

8/18 (火) 米国 設備稼働率　（7月） ％ 76.3 76.2 ↑

8/18 (火) 米国 住宅着工件数（7月） 万戸（年率） 123.9 141.5 ↓

8/18 (火) 米国 住宅着工許可件数（7月） 万戸（年率） 144.3 137.4

8/18 (火) 米国 中古住宅販売仮契約指数（7月） 前月比（％） ▲ 2.3 ▲ 4.8 ↑

8/18 (火) インドネシア インドネシア金融政策決定会合（18･19日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

8/19 (水) 日本 機械受注（船舶・電力を除く民需）（6月） 前年比（％） 16.9 ▲ 1.9

8/19 (水) 日本 機械受注（船舶・電力を除く民需）（6月） 前月比（％） 9.7 ▲ 12.4

8/19 (水) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（改定値）（7月） 前年比（％） 2.9 2.9

8/19 (水) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（改定値）（除く食品・エネルギー・酒・タバコ）（7月） 前年比（％） 2.5 2.5

8/20 (木) 日本 貿易収支（貿易統計）（7月） 億円 ▲ 6,345 ▲ 4,099 ↓

8/20 (木) 日本 輸出（7月） 前年比（％） 23.2 19.3

8/20 (木) 日本 輸入（7月） 前年比（％） 27.8 25.4

8/20 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月10日） 万人 20.6 21.2

8/20 (木) 米国 フィラデルフィア連銀製造業業況指数（8月） 47.4 41.4

8/20 (木) 米国 景気先行指数（7月） 前月比（％） 0.2 ▲ 0.1 ↑

8/21 (金) 日本 全国消費者物価（総合）（7月） 前年比（％） 1.9 1.6 ↓

8/21 (金) 日本 全国消費者物価（除く生鮮食品）（7月） 前年比（％） 1.8 1.6

8/21 (金) ユーロ圏 ユーロ圏総合ＰＭＩ（速報値）（8月） 52.1 52.0

経済指標等 前回

5.75%に据え置き



過去1か月に発表された経済指標（2）

（注）矢印は前回公表値の改定（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

8/25 (火) 米国 週間小売売上高（8月17日） 前年比（％） 9.1 7.6

8/25 (火) 米国 カンファレンスボード消費者信頼感指数（8月） 89.4 90.2 ↓

8/25 (火) 米国 S&P/ケース・シラー住宅価格（20都市）（6月） 前年比（％） 2.1 1.6

8/25 (火) 米国 新築住宅販売戸数（7月） 万戸（年率） 60.7 67.8 ↑

8/25 (火) ドイツ 独ｉｆｏ企業景況感指数（8月） 88.8 86.7 ↑

8/26 (水) 米国 耐久財受注（7月） 前月比（％） 1.1 0.5

8/26 (水) 米国 耐久財受注（除く輸送機器）（7月） 前月比（％） 0.4 1.1 ↑

8/26 (水) 米国 個人所得（7月） 前月比（％） 0.4 0.2

8/26 (水) 米国 消費支出（7月） 前月比（％） 0.2 0.3

8/26 (水) 米国 実質消費支出（7月） 前月比（％） 0.0 0.4

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（7月） 前年比（％） 3.7 3.7

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（7月） 前月比（％） 0.2 ▲ 0.1

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前年比（％） 3.3 3.3

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前月比（％） 0.2 0.1

8/26 (水) 米国 ＧＤＰ（改定値）（Q2） 前期比年率（％） 1.5 1.5

8/26 (水) 米国 企業収益(税引後・速報値）（Q2） 前期比年率（％） 8.2 0.5

8/26 (水) タイ タイ金融政策決定会合 1.00%に据え置き

経済指標等 前回



過去1か月に発表された経済指標（3）

（注）矢印は前回公表値の改定（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

8/27 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月17日） 万人 20.3 20.7

8/27 (木) 韓国 韓国金融政策決定会合

8/27 (木) フィリピン フィリピン金融政策決定会合

8/28 (金) 日本 完全失業率（7月） ％ 2.4 2.5

8/28 (金) 日本 有効求人倍率（7月） 倍 1.18 1.18

8/28 (金) 日本 東京都区部消費者物価（総合）（8月） 前年比（％） 1.9 1.8 ↓

8/28 (金) 日本 東京都区部消費者物価（除く生鮮食品）　（8月） 前年比（％） 1.8 1.7 ↓

8/28 (金) 米国 ミシガン大消費者信頼感指数（確報値）（8月） 51.7 51.0

8/31 (月) 日本 鉱工業生産（7月） 前月比（％） 0.1 1.9

8/31 (月) 日本 百貨店・スーパー販売額（7月） 前年比（％） 2.0 ▲ 1.0

8/31 (月) 日本 新設住宅着工戸数（7月） 前年比（％） 8.2 18.6

8/31 (月) 米国 シカゴ地区購買部協会景気指数（ＰＭＩ）（8月） 47.1 57.6

8/31 (月) 中国 製造業ＰＭＩ（8月） 49.8 49.2

8/31 (月) 中国 非製造業ＰＭＩ（8月） 49.0 49.0

経済指標等 前回

25bp引き上げて3.00％

0.25%引き上げて5.0%



過去1か月に発表された経済指標（4）

（注）矢印は前回公表値の改定（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

9/1 (火) 日本 消費者態度指数（8月） 35.5 34.9

9/1 (火) 日本 法人企業統計・設備投資（全産業）（Q2） 前年比（％） 1.6 0.0

9/1 (火) 米国 週間小売売上高（8月24日） 前年比（％） 9.6 9.1

9/1 (火) 米国 ＩＳＭ製造業指数（8月） 54.6 55.6

9/1 (火) 米国 非農業部門求人件数（JOLTS）（7月） 前月差（万件） 727.1 718.2 ↓

9/1 (火) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（速報値）（8月） 前年比（％） 3.3 2.9

9/1 (火) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（速報値）（除く食品・エネルギー・酒・タバコ）（8月） 前年比（％） 2.4 2.5

9/1 (火) 中国 財新製造業ＰＭＩ（8月） 51.5 50.9

9/2 (水) 米国 製造業新規受注（7月） 前月比（％） 0.9 ▲ 0.2 ↑

9/2 (水) 米国 ADP民間雇用者数（8月） 前月差（万人） 3.8 4.6 ↑

9/3 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月24日） 万人 20.6 20.4

9/3 (木) 米国 ＩＳＭ非製造業指数（8月） 55.4 54.1

9/3 (木) 米国 貿易収支（7月） 10億ドル ▲ 88.6 ▲ 71.2 ↑

9/3 (木) 米国 労働生産性（改定値）（Q2） 前期比年率（％） 1.4 1.4

9/3 (木) 米国 単位労働コスト（改定値）（Q2） 前期比年率（％） 1.2 1.3

9/3 (木) ユーロ圏 ユーロ圏総合ＰＭＩ（確報値）（8月） 52.0 52.1

9/3 (木) 中国 財新サービス業ＰＭＩ（8月） 51.4 50.4

9/3 (木) マレーシア マレーシア金融政策決定会合（6日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/4 (金) 日本 実質消費支出（二人以上の全世帯）（7月） 前年比（％） ▲ 3.6 ▲ 3.3

9/4 (金) 米国 失業率 （8月） ％ 4.1 4.1

9/4 (金) 米国 非農業部門雇用者数（8月） 前月差（万人） 16.2 2.1 ↑

9/4 (金) 米国 時間当たり賃金（全従業員ベース）（8月） 前年比（％） 3.1 3.2

9/4 (金) 米国 時間当たり賃金（全従業員ベース）（8月） 前月比（％） 0.3 0.2 ↑

9/4 (金) ユーロ圏 ユーロ圏小売売上高（7月） 前月比（％） ▲ 0.6 0.2 ↑

9/7 (月) ユーロ圏 ユーロ圏ＧＤＰ（改定値）（Q2） 前期比（％） 0.6 0.4

経済指標等 前回

2.75%に据え置き



過去1か月に発表された経済指標（5）

（注）矢印は前回公表値の改定（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

9/8 (火) 日本 ＧＤＰ（2次速報値）（Q2） 前期比年率（％） 1.4 1.1

9/8 (火) 日本 経常収支（7月） 億円 29,889 ▲ 923

9/8 (火) 日本 景気ウォッチャー調査（8月） 現状判断ＤＩ 46.4 45.7

9/8 (火) 中国 貿易収支（8月） 10億ドル 119.1 112.5

9/8 (火) 中国 輸出総額（ドル建て）（8月） 前年比（％） 25.0 23.9

9/8 (火) 中国 輸入総額（ドル建て）（8月） 前年比（％） 28.2 27.5

9/9 (水) 米国 週間小売売上高（8月31日） 前年比（％） 8.3 9.6

9/9 (水) 欧州 ＥＣＢ政策理事会（9・10日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/9 (水) 中国 消費者物価指数（8月） 前年比（％） 0.8 0.5

9/10 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月31日） 万人 20.6 21.2

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（8月） 前年比（％） 5.4 4.8 ↑

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（8月） 前月比（％） 0.4 0.1 ↑

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前年比（％） 4.6 4.3 ↑

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前月比（％） 0.2 0.3 ↑

9/10 (木) 米国 中古住宅販売戸数（8月） 万戸（年率） 398.0 406.0

9/11 (金) 日本 国内企業物価指数（8月） 前年比（％） 7.6 7.7 ↑

9/11 (金) 日本 法人企業景気予測調査（大企業・製造業）現状判断（Q3） ％Pt 7.6 ▲ 1.8

9/11 (金) 米国 ミシガン大消費者信頼感指数（速報値）（9月） 47.8 51.7

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（8月） 前年比（％） 3.4 3.4

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（前月比）（8月） 前月比（％） 0.4 0.1

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前年比（％） 2.4 2.5

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前月比（％） 0.3 0.2

9/11 (金) 米国 財政収支（8月） 10億ドル ▲ 167 ▲ 432

9/14 (月) 日本 設備稼働率（7月） 前月比（％） 0.5 4.1

経済指標等 前回



巻末資料 日本 四半期スケジュール（ 9～12月）

（注）予定は変更の可能性があります
（出所）各種資料より、みずほ総合研究所調査部作成

9月 10月 11月 12月
1 法人企業統計調査(4～6月期) 1 日銀短観(9月調査) 2 新車販売台数(10月) 1 法人企業統計調査(7～9月期)

1 新車販売台数(8月) 1 新車販売台数(9月) 5 日銀金融政策決定会合議事要旨 1 新車販売台数(11月)

1 消費動向調査(8月) 2 消費者物価(9月都区部) 6 毎月勤労統計(9月速報) 1 労働力調査(10月)

4 家計調査(7月) 2 労働力調査(8月) 9 景気動向指数(9月) 1 一般職業紹介(10月)

7 景気動向指数(7月) 2 一般職業紹介(8月) 10 景気ウォッチャー調査(10月) 8 毎月勤労統計(10月速報)

8 毎月勤労統計(7月速報) 5 消費動向調査(9月) 10 国際収支(9月速報) 8 ＧＤＰ(7～9月期2次速報)

8 ＧＤＰ(4～6月期2次速報) 7 毎月勤労統計(8月速報) 10 家計調査(9月) 8 国際収支(10月速報)

8 国際収支(7月速報) 7 景気動向指数(8月) 11 マネーストック(10月速報) 8 家計調査(10月)

8 景気ウォッチャー調査(8月) 8 景気ウォッチャー調査(9月) 12 企業物価指数(10月) 8 景気ウォッチャー調査(11月)

9 マネーストック(8月速報) 8 国際収支(8月速報) 16 ＧＤＰ(7～9月期1次速報) 9 マネーストック(11月速報)

11 企業物価指数(8月) 9 家計調査(8月) 16 設備稼働率(9月) 10 企業物価指数(11月)

11 法人企業景気予測調査(7～9月期) 13 企業物価指数(9月) 17 第3次産業活動指数(9月) 10 法人企業景気予測調査(10～12月期)

15 設備稼働率(7月) 14 マネーストック(9月速報) 18 貿易統計(10月) 14 日銀短観(12月調査)

15 第3次産業活動指数(7月) 15 設備稼働率(8月) 19 機械受注統計(9月) 14 設備稼働率(10月)

16 貿易統計(8月) 15 機械受注統計(8月) 20 消費者物価(10月全国) 16 貿易統計(11月)

16 機械受注統計(7月) 19 第3次産業活動指数(8月) 27 消費者物価(11月都区部) 16 第3次産業活動指数(10月)

17 日銀金融政策決定会合(17・18日) 21 貿易統計(9月) 30 鉱工業生産(10月速報) 16 機械受注統計(10月)

17 資金循環統計(4～6月期速報) 23 消費者物価(9月全国) 30 商業動態統計(10月速報) 17 日銀金融政策決定会合(17・18日)

18 日銀総裁定例記者会見 29 日銀金融政策決定会合(29・30日) 17 資金循環統計(7～9月期速報)

18 消費者物価(8月全国) 29 消費動向調査(10月) 18 日銀総裁定例記者会見

28 日銀金融政策決定会合議事要旨 30 日銀｢経済･物価情勢の展望」(基本的見解) 18 消費者物価(11月全国)

30 鉱工業生産(8月速報) 30 日銀総裁定例記者会見 23 日銀金融政策決定会合議事要旨

30 商業動態統計(8月速報) 30 消費者物価(10月都区部) 25 消費者物価(12月都区部)

30 鉱工業生産(9月速報) 25 労働力調査(11月)

30 商業動態統計(9月速報) 25 一般職業紹介(11月)

30 労働力調査(9月) 28 鉱工業生産(11月速報)

30 一般職業紹介(9月) 28 商業動態統計(11月速報)

日 本
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巻末資料 米国・欧州 四半期スケジュール（ 9～12月 ）

（注）予定は変更の可能性があります
（出所）各種資料より、みずほ総合研究所調査部作成

9月 10月 11月 12月
1 製造業ＩＳＭ指数(8月) 1 製造業ＩＳＭ指数(9月) 2 製造業ＩＳＭ指数(10月) 4 雇用統計(11月)

2 ベージュブック(地区連銀経済報告) 2 雇用統計(9月) 3 製造業新規受注(9月) 7 米3年国債入札

2 製造業新規受注(7月) 2 製造業新規受注(8月) 4 貿易収支(9月) 8 FOMC(8・9日)

3 貿易収支(7月) 5 非製造業ＩＳＭ指数(9月) 4 非製造業ＩＳＭ指数(10月) 8 貿易収支(10月)

3 労働生産性(4～6月期改定) 6 貿易収支(8月) 5 労働生産性(7～9月期暫定) 8 労働生産性(7～9月期改定)

3 非製造業ＩＳＭ指数(8月) 6 米3年国債入札 6 ミシガン大学消費者信頼感指数(11月速報) 8 米10年国債入札

4 雇用統計(8月) 7 FOMC議事録(9/15・16分) 6 雇用統計(10月) 9 中古住宅販売件数(11月)

8 米3年国債入札 7 米10年国債入札 9 米3年国債入札 10 ＣＰＩ(11月)

9 米10年国債入札 8 米30年国債入札 10 ＣＰＩ(10月) 10 米30年国債入札

10 中古住宅販売件数(8月) 9 ミシガン大学消費者信頼感指数(10月速報) 10 米10年国債入札 15 ニューヨーク連銀製造業業況指数(12月)

10 ＰＰＩ(8月) 13 中古住宅販売件数(9月) 11 ベテランズデー(祝日) 15 ネット対米証券投資(10月)

10 米30年国債入札 14 ＣＰＩ(9月) 12 中古住宅販売件数(10月) 15 ＰＰＩ(11月)

11 ミシガン大学消費者信頼感指数(9月速報) 14 ベージュブック(地区連銀経済報告) 12 米30年国債入札 16 鉱工業生産・設備稼働率(11月)

11 ＣＰＩ(8月) 15 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(10月) 13 ＰＰＩ(10月) 16 小売売上高(11月)

15 FOMC(15・16日) 15 ニューヨーク連銀製造業業況指数(10月) 16 ニューヨーク連銀製造業業況指数(11月) 17 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(12月)

15 ニューヨーク連銀製造業業況指数(9月) 15 ＰＰＩ(9月) 17 鉱工業生産・設備稼働率(10月) 17 中古住宅販売仮契約指数(11月)

16 米20年国債入札 15 小売売上高(9月) 17 小売売上高(10月) 17 住宅着工・許可件数(11月)

16 ネット対米証券投資(7月) 16 鉱工業生産・設備稼働率(9月) 18 FOMC議事録(10/27・28分) 18 ミシガン大学消費者信頼感指数(12月確報)

16 小売売上高(8月) 16 ネット対米証券投資(8月) 18 中古住宅販売仮契約指数(10月) 18 経常収支(7～9月期)

17 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(9月) 20 中古住宅販売仮契約指数(9月) 18 ネット対米証券投資(9月) 19 景気先行指数(11月)

17 中古住宅販売仮契約指数(8月) 20 住宅着工・許可件数(9月) 18 住宅着工・許可件数(10月) 23 カンファレンスボード消費者信頼感指数(12月)

17 住宅着工・許可件数(8月) 21 米20年国債入札 18 米20年国債入札 23 個人所得・消費支出(11月)

18 鉱工業生産・設備稼働率(8月) 22 景気先行指数(9月) 19 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(11月) 23 ＧＤＰ(7～9月期確定)

18 景気先行指数(8月) 23 ミシガン大学消費者信頼感指数(10月確報) 20 ミシガン大学消費者信頼感指数(11月確報) 23 新築住宅販売件数(11月)

22 米2年国債入札 26 米2年国債入札 20 景気先行指数(10月) 23 耐久財受注(11月)

23 米5年国債入札 27 FOMC(27・28日) 23 米2年国債入札 23 米20年国債入札

24 経常収支(4～6月期) 27 カンファレンスボード消費者信頼感指数(10月 24 米5年国債入札 28 米2年国債入札

24 新築住宅販売件数(8月) 27 新築住宅販売件数(9月) 25 カンファレンスボード消費者信頼感指数(11月 28 米5年国債入札

24 米7年国債入札 27 耐久財受注(9月) 25 個人所得・消費支出(10月) 29 FOMC議事録(12/8・9分)

25 ミシガン大学消費者信頼感指数(9月確報) 27 米5年国債入札 25 ＧＤＰ(7～9月期暫定) 29 米7年国債入札

25 耐久財受注(8月) 29 個人所得・消費支出(9月) 25 ベージュブック(地区連銀経済報告) 30 シカゴＰＭＩ指数(12月)

29 カンファレンスボード消費者信頼感指数(9月) 29 ＧＤＰ(7～9月期速報) 25 新築住宅販売件数(10月)

30 シカゴＰＭＩ指数(9月) 29 米7年国債入札 25 耐久財受注(10月)

30 個人所得・消費支出(8月) 30 シカゴＰＭＩ指数(10月) 25 企業収益(7～9月期暫定)

30 ＧＤＰ(4～6月期確定) 30 雇用コスト指数(7～9月期) 25 米7年国債入札

30 シカゴＰＭＩ指数(11月)

9 ＥＣＢ政策理事会(9・10日) 5 英中銀金融政策委員会(5日) 16 ＥＣＢ政策理事会(16・17日)

17 英中銀金融政策委員会(17日) 17 英中銀金融政策委員会(17日)

米　国

欧　州
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みずほ経済インサイト

金利上昇の「質」が問われる日本
～「良い金利上昇」を実現するための4つの論点～

（2026年7月31日発刊）

調査部レポートのご紹介 PR

2026年8月作成

レポート

URL

レポート

二次元
コード

日本も「インフレ・金利のある世界」へ。
本稿では下記3つの疑問を解説。

Q1. 足元までの金利上昇は「良い金利上昇」か「悪い金利
上昇」か？

Q2. 先行きの金利上昇の「質」を左右するポイントは何か？
Q3. 日本はどちらに向かうのか、何に注視していく必要がある

か？

問われるのは「良い金利上昇」か
「悪い金利上昇」のどちらに向か
うかで、成⾧戦略、技術革新、
財政規律、市場環境が論点と
なる。

https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/mhri/research/report/2026-0098/index.html
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注目レポートをご紹介しています！！

ぜひフォローのほどお願いいたします

みずほ総合研究所公式X（旧Twitter）のご案内 PR
※みずほ総合研究所はみずほ銀行内の組織の名称です。

https://x.com/mizuho_mhri

みずほ総合研究所 公式Xはこちら

複雑さ、変化の激しさを増す経済・金融動向…
エコノミスト・コンサルタントによる旬な情報をお知らせ

みずほ総合研究所公式X

みずほ総合研究所 調査レポートはこちら

（みずほ銀行ウェブサイト内）

https://www.mizuhobank.

co.jp/corporate/mhri/rese

arch/index.htmlユーザー名：みずほ総合研究所

ハンドル：@mizuho_mhri
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